救急医療の利用のあり方について


平成２０年度「救急医療の利用のあり方検討会」

における議論を踏まえて
大阪府 健康医療部 保健医療室 医療対策課
はじめに

　医師不足、医療の専門分化、医療訴訟の増加等を背景として、この約10年間で救急医療機関数は約40減少している一方で、救急車搬送件数は約1.5倍に増加するなど、大阪府の救急医療は年々厳しさを増している。

　それに対し、大阪府では救急告示認定制度への非通年病院の導入、救急医療情報システムの見直し、不足している分野の救急医療機能を保つ為の当番制の導入など、平成19年度の搬送先確保困難事例の発生以降、救急医療体制の整備に努めてきた。

その一方で、救急医療の現状に関する知識や受診の方法が住民に十分に伝わっていないことが明らかになるなど、住民の救急医療に対する理解促進を図ることも併せて実施していくことが、救急医療を持続していくために不可欠であると認識するに至った。
　そこで、今回、救急医療機関の医師や看護師、消防機関、医師会、患者の立場から発言が可能な有識者、マスコミ関係者からなる「救急医療の利用のあり方検討会」を平成20年8月26日に設置し、約半年の間に3回の検討会を開催した。

　ここに、本検討会で頂いたご意見を踏まえ、今後大阪府が施策を進めていくにあたっての基本的な考え方を示す。

目　次

P.3

Ⅰ　救急医療の利用の現状と課題



　１　救急医療の利用の変化とその背景



　２　対象別の現状と課題



　３　まとめ
P.9

Ⅱ　啓発対策の実施について



　１　視点


　２　手法



　３　啓発資材の作成



　４　今後の啓発媒体の活用方法　

P.17

Ⅲ　個別対象に応じたその他の対応策
Ⅰ　救急医療の利用の現状と課題
１　救急医療の利用の変化とその背景
　本検討会において、委員それぞれの立場から意見を述べて頂いた中で、救急医療を取り巻く社会変化や府民の変化について、以下のような指摘があった。
○　社会環境の変化
・生活スタイルの24時間化、共稼ぎの増加といった社会構造の変化と、現行の医療体制との間にギャップが生じている。
・核家族化が進んだこと等により、不安を抱えたまま相談する相手がいない人が増加したり、軽症であっても救急を受診する人が増加しているのではないか。
・高齢化の進展により、自ずと有病率が上昇するため、時間外･救急患者数は増加する傾向にある。但し、高齢者は他の年代に比較して、軽症による救急医療の利用は少ない。

○　患者ニーズの変化

・自分のライフスタイルに合わせた形での受診を求める住民が増加している。
・消費者を中心においた社会的価値観への変化が見られる中、医療についても同様の視点から要求内容の高度化がみられる。

・医療者は「使命感と自己犠牲」で救急医療に従事してきたが、夜間でも「診てもらって当然」という風潮のなか、医療者がこれまで感じていた患者との連帯感が低下している。
・社会の価値観が多様化するなかで、救急車や救急病院を利用する基準も住民の間で、とらえ方が様々になってきている。
・報道は功罪を含めて住民の価値観に大きな影響を及ぼしてきている。「功」の部分としては、昨年の救急搬送のうち不要不急なものに係る件数の減少。「罪」としては、報道が意図したのではないにせよ、ドラマやドキュメンタリーにおいて報道された情報が「全て」であると住民に勘違いさせ、誤った選択をさせてしまう事例がある。（例：「MRI検査が有効」というドキュメンタリー番組を元に自分で、MRI検査が今必要であると判断しそれを救急隊に求める住民 / 通常の出産で救急車を呼ぶシーンが登場するドラマ番組）

・2，3年前から、「思春期的反抗期の患者」と称すべき患者が出現している。すなわち、「自分さえ良ければいいという」発想で、患者の「義務」（例：症状を適切に医師に説明する。）を忘れて「権利」ばかりを主張するような住民もいる。
○　複雑な背景を抱える患者の増加

・金銭面の都合により、救急医療でなくては医療にかかることができなかったり、我慢を重ねた末に救急医療を受診したりする住民層が存在することに配慮する必要がある。
・急性薬物中毒など、救急医療を頻回に利用する特定の疾病や境遇の人達がいる。
・急性アルコール中毒、アルコール摂取が誘因と考えられる傷病により救急医療に大きな負担をかける患者がいる。

　ここまで背景について整理したが、「救急医療の利用のあり方」と一口にいっても、府民の救急医療の利用の仕方や救急医療に対するとらえ方も様々であり、「対象を一様に捉えていては有効な対策は生み出せない」との意見が基調になっていたことを踏まえ、以下のとおり、委員会等で出た意見について、対象者を分類し、それぞれの現状と課題をとりまとめた。
２　対象別の現状と課題
　対象を分類するにあたっては、大きく（１）「住民一般」と、（２）「特別の配慮や視点が必要な対象」の２つに分けることができる。
（１）　住民一般に対して
①　救急医療の仕組みや、情報の収集方法等に関する住民の認知が進んでいない
　　・救急医療体制について、初期/ 二次/ 三次救急の区分について住民の認知割合は低い

　初期救急：休日又は夜間における急病患者の医療を確保する体制。
　二次救急：休日又は夜間における入院治療を必要とする重症救急患

　　　　　　　　　者の医療を提供する体制。

　三次救急：重篤救急患者の医療を確保する体制。
　　・救急病院は「入院の可能性がある患者」を主な対象としていることが認知されていない。
　　・普段あまり病気に罹患しない人たち、例えば働きざかりの世代は救急医療機関や救急医療の体制について知る機会がないのではなないか。
　　・大阪府救急医療情報センターや大阪市救急情報サービス等により、急病時の医療機関紹介が受けられることが十分認知されていない。
・救急診療ではかかりつけの医療機関に受入を断られることもあることが理解されていない。

・救急救命士の役割・業務が住民に十分には理解されていない。

・救急車、救急車の利用に対する住民の認識（利用のハードル）は、個々人において大きな差が見られる。
　　・不安の解消のために医療機関を受診している人が、全受診者数の1/4を占めている印象がある。
　
②　救急現場の状況が住民に理解されていない
・医師をはじめとした医療従事者が過酷な勤務状況に置かれていることが住民に理解されていない。例えば、昼間の勤務を終えた医師が、そのまま救急医療に従事している医療機関が多いということが知られていない。

・救急病院であれば夜間であっても各科の専門医師が診療にあたっているとの誤解がある。

　　・この約10年間増加し続けてきた救急車搬送件数が、平成20年は前年に比べて約７％減少している。同様に、豊能広域こどもセンターや大阪市中央急病診療所の受診者数も減少する一方で＃８０００の利用件数は増加していることから、マスコミをはじめとした関係者による情報提供が、府民の理解促進に効果を生んでいるという声がある。
③　救急受診理由が一定理解可能であっても、より良い受診行動への誘導が必要な層が存在している。

　　・緊急性が無くとも、怪我や病気がつらいと感じたときには、時間外であってもいつでも受診しても構わないと考える人（いわゆる、コンビニ受診）が一定数存在するなど、救急医療の主な対象が「翌日まで待てないような疾病を抱えた住民」であることが理解されていない。
　　・いわゆるコンビニ受診は高齢者には少なく、団塊の世代以下は多いことを示唆するデータがある。

　　・救急車を利用している人たちの中で、「不安」を理由とする人が多い。
（２）　特別の配慮や視点が必要な対象

①　自らの利便性やライフスタイルを優先する利用者

以下のような、救急医療に負担をかけている患者層が存在している。

　　ア） 意識しないままに救急医療に負担をかける受診行動をとっている人
　　・救急診療は早く診てもらえる便利な医療と考え、救急を利用する人

　　・昼間の混雑を避ける目的で救急医療を利用する人

　　・救急車をタクシー代わりに利用するなど、その利用基準が低い人

　　イ） 仕事を休むことができないと考え、日中の受診を避け、夜間等の救急医療を受診する人。
②　小児患者

　　・子育ての知識がなく、周りにも相談できる人がいない環境で、そこから生じる不安感など社会構造の変化により生み出された問題が救急医療に露呈している。

・「お金を出すことであらゆるサービスを買う」ことが可能となっている現状において、自分で何かをするという意識に変化が見られる。そのような親にとっては、「病気になっても自宅で子どもをみている」＝「親として何もしていない」という心境に陥ってしまい、「受診させなければ」ということになってしまう。

・「心配しながら自宅で看病するのが親の責任」であったはずが、社会サービスに任せるという社会構造の変化の中で、親の仕事は「病院へ連れて行くこと」に変化している。その結果、完璧な医療体制を求めたり、自分で判断ができず医療従事者に依存的になっている親がいる。

　・小児救急は「子育て相談外来」の様相を呈していることがあるが、小児救急電話相談事業（＃８０００）によりかなり改善されている印象がある。

　　・電話相談（＃８０００）は、軽症者のトリアージ機能を期待するツールではなく、住民の不安に対する相談を行うサービスであると捉えるべき。不安に寄り添うことで、お母さんの本来の判断する能力が戻ってくる。
　　・「初めてだっこする子どもが自分の子ども」である人が増えている中で、適切な受診を期待することが無理な状況がある。

・早めに受診する方が良いという知識が無く、自己都合により受診が時間外となる親がいる。

・親が普段から子どもの様子を見ていないため、発病時の子どもの状況が「いつもと違うのかどうか」判断ができず、結果として電話相談や救急の受診になっている親がいる。

③　個別疾患患者

　　・急性アルコール中毒患者や薬物の大量服用患者、精神疾患を伴う救急患者のなかには、対応に人手や時間を多く要し、救急病院や救急隊の負担が大きい者が含まれ、医療機関は対応に難渋している。

　　・また、上記患者については、同様の症状を繰り返し、複数回、場合によっては頻回に救急医療機関を受診する場合があり、救急医療の施策のみでは解決できない問題が内在している。

④　高齢患者

　　・救急搬送の６割を６５歳以上が占めている。
　　・高齢者の中には我慢を重ねた末に、症状が悪化してから病院を受診している人がいる。

・高齢者入所施設から救急車でかかりつけではない救急医療機関に搬送される患者が増加しており、「救急医療機関が看取りの場になっている。」という声がある。
・救急医療との接点がある介護従事者であっても、救急医療の体制や救急の利用の仕方についての知識は、一般住民と大きく変らないため、入所者の急変等に伴う救急利用が不適切な事例がある。
⑤　福祉的対応を必要とする者

　　・救急でしか医療にアクセスできない生活困窮者層がいる。すなわち、生活困窮によりぎりぎりまで受診を抑制し、その結果、悪化してから救急車で搬送されるケースも見られる。

⑥　その他の重要な要素

ア）　教育

　　・親の医療機関受診行動は子供に引き継がれる傾向が見られるため、救急医療の利用に関する行動や変化が世代を超えて固定化される可能性がある。
イ）　救急医療提供体制・環境整備

　　・罹患時に相談する相手がいないため、その不安を解消するための手段として１１９番をかけ、結果として不要不急の救急搬送につながっている事例がある。

　　・初期救急医療機関が２４時間３６５日整備されている二次医療圏は限られているために、二次救急医療機関を利用せざるをえないなど、医療供給側の体制不足が背景となっている場合がある。
　　・従来の「かかりつけ医」機能が低下し、時間外患者の受け皿が救急医療機関にシフトしているという声がある
３　まとめ

　（２）に挙げるような特別の配慮や視点が必要な集団等については、その対策の実施に当たり、救急医療の観点からの取組のみでは有効ではなく、他分野との連携や平素の医療体制の整備が必要となる場合がある。また、悪質者や背景が複雑な府民の救急受診行動についても、息の長い取組を継続していかなければ効果が期待できないと考えられる。

ただし、そうした集団以外の救急利用者については、効果的な啓発を行うことによって、受診行動の変化が期待できるのではないかという意見が大勢を占めた。
Ⅱ　啓発対策の実施について
　対策の実施にあたっては、Ⅰを踏まえ、患者の背景や社会背景の変化に留意しつつ、「救急車の利用制限」や「救急受診者への追加的費用負担」といった取組を進めるよりも、まずは「住民一般」や「自らの利便性やライフスタイルを優先する利用者」に対して、効果的な普及啓発を行うことが今求められているとの認識に至った。よって、この点について集中的に検討を行い、長期的な効果を見据えた啓発媒体の作成に取り組んだ。
　
１　視点
　検討会において議論した啓発にあたっての視点は以下のとおり。

（１）住民一般
○　時間外・救急診療を受診する方の立場に立って、不安に寄り添う

　　時間外・救急診療を受診する方は、何らかの傷病に加えて、程度の差はあるものの不安な気持ちを抱えている。その不安な気持ちに寄り添う、不安な気持ちを理解するスタンス無しに啓発を実施しても効果は得られない。

○　大阪の救急医療を守るための理解と協力を得る

　　貴重な公共資源である救急医療を「府民自らが守る」という認識を持ってもらえるような啓発が必要である。

　○　利用する側と供給する側が理解し合って、トラブルを減らす

　　医療従事者と府民との間には、救急医療の利用の仕方に関する大きな認識の差、知識の差が存在することから、その認識を事前に埋めることで、トラブルを防ぎうる。
○　情報を提供する側と受け取る側との認識の差を意識する

例えば「コンビニ受診」といった言葉を使うにあたっても、その理解は受け取る府民にとって様々であったり、提供する側の意図が伝わらないこともある。そのためには、府民にとって分かり易い言葉使いに配慮する。また、啓発にあたっては、府が作成した啓発資材をどのように府民が見て感じるのかという「府民の視点」を十分に踏まえる必要がある。その上で、府民が了解可能な範囲を探りつつ進めて行く必要がある。
　○　社会構造やライフスタイル、府民意識の変化を踏まえる

　　救急医療の受診行動は、府民1人1人の行動の背景に、核家族化や共働き、消費者中心社会などの社会構造等の変化があり、個人の責任のみにとらわれていては効果的な対策にはつながらないことに留意する必要がある。
○　一過性のものに終わらず持続的な普及啓発につなげる

　　一過性のイベントでは府民の意識を変化させたり，多くの府民に影響を与えることは困難であり、地域住民の参画を求めるなど地域に根付いた継続的な啓発が可能となるような媒体の作成が効果的である。
　○　時間内受診への誘導により、不要不急の時間外・救急診療の利用を減らす

　　時間外受診を減らすという考え方は、「必要な人」の受診を抑制してしまう可能性がある。そこで、時間内への誘導をおこなうことで、おのずと時間外の受診が減少することが妥当である。

（２）　自らの利便性やライフスタイルを優先する利用者への啓発
　・救急医療を安易に時間外診療として利用することが地域医療を持続していく阻害要因となっているということを正しく伝える。
・このような利用が生じる最大の原因は、社会構造の変化であることを十分に認識し、安易に利用者を責めるようなメッセージは発するべきではない。

・ライフスタイルの変化や多様な価値観に対応するべく救急医療体制を拡充するためには、その裏打ちとなる財源確保の問題、医師不足等の課題があり、現実的には対応困難な部分があることを理解してもらう必要がある。

（３）　小児患者
　・子どもの病気は年齢に応じた特徴があり、病気が重複することはまれである。また、子どもは体調の変化が正直に行動に現れやすいので、付き添っている保護者が落ち着いて対応すれば不要不急の受診を減らすことが可能である。

・親が自分で考える力を支援するというスタンスにたち、親が自分で判断する力を育てることが重要である。

・小児の場合には親が診て判断するため、親の診る力を高める形での啓発が重要。すなわち、「病気になったら病院に任せよう」ではなく、診る目を養って「家庭で看病しよう」と思う親を増やす。

２　手法
（１）　一般住民への啓発

　・「救急医療を利用する人が理解しておくべき事項」を整理した冊子を作成し、配布する。（販売の可能性についても検討）
　・救急医療に関わる医療者の大変な状況が府民に伝わるために、救急関係者の日々の苦労話等に関する手記を収集し、府民に提供する。
・啓発にあたっては、大阪流の分かり易い言葉で働きかける。

　・「救急の日」及び「救急医療週間」については、厚生労働省が中心となり全国で同様の取組が実施され相乗効果が期待できるため、この機会を有効に活用する。

　・市町村消防本部や市町村保健センター等が、小中学校や検診・研修会参加者への講話を行う際に冊子等を利用していることから、今回府が作成する媒体についてもそのような場において活用してもらえるよう配慮する。

　・大阪府が委託実施している心肺蘇生法講習会の受講者に対して、講習会の場において「救急利用のあり方」についての啓発を併せて実施していく。

・小児救急電話相談事業（＃８０００）については、受診抑制のための政策と捉えるのではなく、住民の不安に寄り添う施策であると認識し、引き続き充実に努める。

・また、媒体の配布にあたっては、メッセージが的確に伝わるよう、可能な限りイベントや講習会などに併せて配布するなど、伝える工夫を行う。
（２）　自らの利便性やライフスタイルを優先する利用者への啓発

　・不適正な利用の事例の例示を行うことで、自らの行動が救急医療に負担をかけていることに気づいてもらえるような媒体を作成する。（望ましい利用の仕方を併せて提示）

　・勤務時間内に病院を受診しづらい職場環境を改善していく必要があるが、そのための手法として、産業医等に対して「救急医療の現状」に関する情報提供を行うことを積極的に検討する。
（３）　小児患者

　・兵庫県立柏原病院の例のように、地域の母親たちが自ら小児救急医療について勉強を行い、関心を集め、理解を深めていく住民の自主的な活動は理想的であることから、府内での同様の動きに留意しつつ、行政としての支援のあり方を検討する。

　・日本小児科学会のホームページ「こどもの救急」は、こどもの場合によく経験される症状から、「今病院に行くべきかどうか、また、自宅で行うべき処置」について掲載されており、このページの府民への周知を図る。

　・啓発とともに、小児救急電話相談事業を継続することが効果的である。

３　啓発資材の作成

　効果的な広報戦略を実施するため、民間手法を取り入れる目的で企画提案の形をとり、委託事業者を公募した。
（１）選定経過
　平成20年9月　 9日
企画提案公募開始
　平成20年10月24日
第２回検討会において、応募5社よりプレゼンテーションを受け、委員が評価を実施。
　平成20年11月、12月
業者の選定に当たり、啓発内容について委員と協議
　平成21年1月

業者を選定
　平成21年2月～

啓発内容に係る委員の意見を踏まえつつ、選定業者において媒体を作成
（２）啓発の基本的コンセプト
　　啓発を行うにあたっての基本的コンセプトと手法等についての留意点を以下のとおりとする。
なお、この基本コンセプト等は、平成２０年度の企画提案の公募を行うにあたって業者に対して示し、これに基づいた提案を実施するよう依頼した。
[image: image1]
（３）媒体の活用による啓発
　１）継続的、統一的な働きかけの実施
　　①　共通の標語の設定

· 様々な形での府民啓発を、継続的に、また、統一的に実施するため、標語「まもろう！　救急医療」を設定する。

· 標語は、救急医療のしくみ（医師、看護師などの医療職、救急病院、救急車など）が貴重な社会的資源であることを理解してもらい、これらを一緒に守っていくことへの協力を得られるよう、わかりやすく端的な呼びかけのものとし、継続的に実施。

· また、標語は、啓発資材や対象者に応じて、「まもろう！救急医療」の前に「こころがけよう！早めの受診」という言葉を付けて、救急医療を守るための行動を促すものと、「本当に必要な患者のために」という言葉を付けて、救急医療を守らなければならない意義を呼びかけたものも、使用する。
2 啓発の構成

救急医療を守るためには、「知るところから始めよう」という視点　

で、救急医療のしくみ、救急医療を担う現場の窮状、急な病気やケガ
の時に必要な知恵や知識などを伝え、救急医療を上手に利用し、守る
ための府民の具体的な行動を促すことを基本とする。
　　③　各種媒体の連携

· 広く標語を告知し、救急医療を守ることへの協力の気持ちを醸成する。

· 多くの人に問題を考えてもらうきっかけとし、これらを見て、もっと救急医療のことを知りたい、とか、知っておく必要があると思った府民が、救急医療に関する情報に容易にたどり着けるという流れを意図し、全ての媒体においてホームページ「大阪救急ナビ」への誘導を図ることとした。

２）ホームページ「大阪救急ナビ」

・府民が、２４時間いつでも、より詳しく、救急医療の実情や、必要な情報にアクセスできるよう、情報を集約した総合的な情報提供窓口としてのホームページを新たに開設。
· タイトルについて、業者の提案を受け、府民が覚えやすく、耳に残りやすいと考えられる「大阪救急ナビ」を採用。

· タイトルが意味するように、必要な情報を、早く探せる道案内となるよう構成を工夫する。

· コンテンツとしては、
↣急な病気やケガの時に、知りたいと思われるであろう情報として、診療可能な医療機関などを探せる「大阪府医療機関情報システム」の情報の他、信頼のおける他機関の各種情報へのリンクを張ることにより、病気や応急処置などについての知識を得られるようにする。
↣府民の救急医療に対する理解を促進するため、救急医療の実態に関する情報提供「知っ得」、医療従事者による現場の声を伝える「現場の声リレー」コーナーを設ける。

↣大阪府が作成した各種啓発媒体を掲示し、必要に応じて自由にダウンロードして、利用してもらえるようにする。今後、可能な限り他者が作成した媒体の収集も図る。
　　・　初期の作成費は別として、低コストで、継続的な情報提供ができるメリットを活かし、年末年始の急病診療体制の案内などの適宜随時の情報の更新を行うとともに、読み物的なコンテンツの充実を図り、長期的な啓発に使用する。

　　・　医療機関や消防機関をはじめとする関係機関で、共有のツールとして使用して、府民啓発の浸透、定着を目指す。

３）啓発DVD

　・　マスコミによる救急医療現場の実情等を伝える報道が効果的な啓発とな　

ったことから学び、緊迫感のある映像で視覚的に訴える。
・ 実際に撮影した救急医療機関の生の映像や医療スタッフの声を活かしたコンパクトな内容として、府民がより現実の問題を共感的に考えてもらえるように配慮した。

・ 医療機関や市町村保健センター等色々な場面において、短時間に見てもらえるものとする。

· 目で見て分かり易く、全体として「救急現場は大変そうだ。利用する住 民側も利用のあり方をもう一度考えて見たり、救急の利用方法を確認しておく必要がある。」と感じてもらえることを目的とした。
　・橋下知事も直接メッセージを発信

４）啓発ポスター

· 実際の救急医療現場の写真を数多く使用することで、人目を惹き、印象的なものとする。

· 文字情報は少なく、救急患者が数多くの医療従事者の献身的な対応により維持されていることを、イメージとして理解してもらえることを狙う。
　・ ポスターを見た府民が自らにも引き寄せて、救急医療の問題を考えるきっかけとなるものとする。
５）ステッカー・マグネット

　・ 低コストで簡便でコンパクトな情報を周知するための配布用ツールとする。

・　自宅の目につくところに張ってもらい、救急車を呼ぶほどではないが、急な病気やケガが心配なときに、調べるためのHP「大阪救急ナビ」や「大阪府救急医療情報センター」の電話番号を掲載し、備忘のために愛用してもらうことを狙った。
６）小冊子（小児用・成人用）

　・　近頃は、求めれば大量の情報を得ることもできるが必要な情報を探すことは簡単でない。また、大部で網羅的な医学情報の書籍などは、必ずしも使い勝手が良いとは言えない面もある。こうしたことを踏まえて、手元に置いておいて、簡単に、わかりやすく、最低限必要な情報を知ってもらうためのものとする。
　・　一方的に配付するだけでなく、地域の講習等で活用し、直接、専門家などから知識や知恵を伝達してもらった上で使ってもらうとより効果的である。
· 成人用については、
↣「まもろう！救急医療」と称して、救急医療を守るために、これだけは心がけてほしいという内容を、挿絵を加えて分かり易く解説した冊子とする。

      ↣旧厚生省の研究班が発表し、現在は、NPO法人であるCOMLが発行・

普及に努めている改訂版『新・医者にかかる10箇条』を参考にしてお

り、対にして、活用してもらうとよりわかりやすい。

↣「まもろう！救急医療」は、基本的な救急医療の仕組みに加えて、救急現場の実態などを加味した、救急のかかり方心得について概説した。
· 小児用については、

↣結果として、「不安が軽減され」、「翌日の通常の診療時間まで家で看病でき、自分にとっても子供にとっても負担が少なくて済んだ。」といった効果につながることを狙って作成した。

↣大阪府小児科医会の監修、ご協力を得て、発熱、下痢など小児でよく見　　

られる症状について、家庭での対処方法と、病院に行くべきかどうかの　

見極め方のポイント等をまとめた。

　・いずれについても、携帯性・保存性を考え、母子手帳サイズ（Ａ６サイズ）に統一した。
４　今後の啓発媒体の活用方法　
　・啓発媒体は単に配布するのみならず、そこに「その媒体を使える人」が媒介し「伝えていく」というスタンスが重要であることに留意する。

　・媒体の数は限られていることから、誰でもがダウンロードして印刷できるようwebに掲載することで、継続的な取組につなげていく。
・単発の配布に終わることなく、今回作成した媒体を活用して、「地域が本気になるシステム作り」が府には求められているという意見を踏まえ、実現方策について引き続き検討していく。

　・啓発物の配布にあたっては、「消防本部としても、大阪府が府内統一のメッセージや媒体を作成してくれた方が、活動しやすい。」といった意見を踏まえ、消防本部をはじめとした関係機関の協力を求めていく。
Ⅲ　個別対象に応じたその他の対応策
救急医療の適正な利用にあたっては、今回、重点的に対策を検討した普及啓発以外にも、以下のような対象者に対する個別の対策の検討も重要である。これらについては、救急医療の分野のみならず、他の医療分野との連携が必要であったり、社会の仕組みにまで関わるような大きな問題であったりするため、短期間にそれを改善することは困難である。
様々な機会を利用し、他の分野に働きかけ、連携しながら対応策を検討していく必要がある。
１　悪質者対策

２　個別疾患患者への対応

３　高齢者への対応

４　小児への対応

５　福祉的対応を必要とする者への対応
６　その他の重要な要素

１）教育との連携

２）救急医療提供体制・環境整備対策

参考）委員会で頂戴した意見等
１　悪質者対策

　・更正的な対応では処置困難であり、病院側の体制や社会システムの変革により対応していく必要がある。
　・現在、大阪府では、ひとつの方策として、平成20年11月にとりまとめた「救急医療現場における迷惑行為に関する実態調査」の結果を踏まえて、「迷惑行為に関する講演会」や「警察官OBの救急医療機関への斡旋」を実施している。
３　高齢者への対応

　・東京都港区や北海道夕張市、兵庫県相生市などで行われている「救急医療情報キット」を冷蔵庫に保管する取組は、特に独居高齢者の急変時の医療機関受診に効果を上げているという報道がされている。
　・高齢者の介護を行う介護職員に対する、救急医療の現状や利用に関する教育の強化が必要である。また、急変時の搬送について予め患者やその家族と施設が取り決めをしておくことなどについて支援できないか。
４　小児への対応

・小児救急電話相談事業（＃８０００）は「1人にさせない1人で悩ませない、不安に寄り添う」ことができる効果的な事業である。

・「・・・すべき」といった情報がたくさん耳に入ってくる中で、親は「完璧にこなさなければならない」というプレッシャーを感じている。できることをやればそれで良いという「励ます姿勢」が保健医療関係者に求められている。

　・救急医療を受診する際に医療機関が必要とする情報を予め記載しておく用紙を作成し、「大阪救急ナビ」等からダウンロードできるようにしてはどうか。症状別に特に注意するべき観察点などを入れると、親の観察の支援にもなる。作成にあたっては、急病診療所の受付時に記載する問診票なども参考となる。
・兵庫県立柏原病院の例のように、地域の母親グループの希望に応じて、また地域の子育て支援の講座などを活用して、保護者が子どもの病気やケガへの対応を学ぶ機会を大阪府内の小児科医が提供している。また、保健センターと協力し、検診や予防接種の待ち時間の機会を通じて保護者への啓発を実施することを検討している。
６　その他の重要な要素

１）教育との連携

　・「救命救急講習」においては、若い年齢層の方がレスポンスが良い。救急医療に関する普及啓発ももっと低年齢化を検討して良いのではないか。
２）救急医療提供体制・環境整備対策

・成人に対する電話相談事業の効果について議論となった。小児と同様ニーズはあるが、救急車搬送の軽減や救急病院への軽症者受診数の減少にはつながるのか。東京消防庁が実施している＃7119については、電話件数の約90％が医療機関紹介であり、残りの５％が小児の救急相談、残りが成人の相談とのことであり、「安心」を提供する意義はあるが、救急医療の負担軽減の観点も踏まえ、その必要性については引き続き検討していくべき。

　さいごに

　何をもって「適切な救急医療の利用」というのか、その認識は医療関係者と住民との間で差があるだけではなく、住民の間でも多様化している。さらに、普段の生活の中では救急医療について、考える機会が無く意識自体を持ち得ない人がほとんどかも知れない。その一方で、救急医療を取り巻く状況は、医師不足、専門医志向、高齢化の急速な進展、消費者中心社会・・・など、大きく変化しており救急医療は府民の期待に応えきれない状態を迎えつつある。

他府県の一部医療機関では、既に軽症者の救急利用に対して加算金を徴収する動きも見られるが、今回の検討会を通じて、府民への救急医療体制等に関する情報提供が十分ではない点が明らかになるなど、まだまだ府民に働きかけることで、救急医療への負担を軽減できるのではないかと考えているところである。

いいかえれば、まずは、府民自身が救急医療の現実をよく知ることで、自らの手で大阪の救急医療を守る、そのきっかけ作りを大阪府が担うことがまさに求められているのではないかと感じた。そのメリットは、府民に対して「大きな負担を強いること無く、迅速に受診できる救急医療の体制が持続される」といった形でもたらされる。
また、救急医療を良く知ることは、府民が救急医療を利用する前に、医療従事者との認識の溝を埋めておくことを意味し、救急現場で発生するトラブルが解消されることが期待されるし、さらには、救急現場の過酷な労働環境について府民が知ることで、「使命感と自己犠牲」の元で救急医療に従事している医師等の立場への理解が進むと考えられる。

　一方で、患者の立場に立ち返ると、病気にかかったときには、病気そのものによる苦痛を感じると共に、誰しもが「不安」を感じる。その不安は救急医療を受診する大きな理由となっており、不安に寄り添い、不安を解消するよう留意しつつ、取組を進めて行かなくては、府民の理解は得られず、狙う効果は得られない。
さらには、「救急医療を適切に利用しましょう」という言葉は、あまりにも当然で正しいもので、そのフレーズでなんとなく分かったような気にもなるが、「府民皆が」適切な利用を行うために考慮するべき背景は深く、複雑であり、救急医療の問題は救急医療の中だけで解決できるものではなく、社会の有り様にまでその視野を広げ取り組んでいく必要がある。

本検討会の委員や特別顧問から貴重な意見をいただきとりまとめたこの報告書を基に、また、とりまとめに至るまでの検討過程において浮かび上がった問題点等も留意しつつ、今後の大阪府の取組に活かして行くこととしたい。
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特別顧問
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「救急医療の利用のあり方検討会」検討経過

第１回検討会（平成20年8月26日）
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第３回検討会（平成21年4月10日）
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○　基本コンセプト


① 大阪の救急医療を守るための理解と協力を得る


② 時間外・救急診療を受診する方の立場に立って、不安に寄り添う


③ 真に必要な受診の遅延を防ぎ、診療の適正な機会を逸さない


　 →　時間内受診への誘導により、不要不急の時間外・救急診療の利用を減らす


④ 医療を利用する側と供給する側が理解し合って、トラブルを減らす


⑤ 社会構造やライフスタイル、府民意識の変化を踏まえる


⑥ 情報を提供する側と受け取る側との認識の差を意識しながら、わかりやすい言葉を使用して、正しく適切に理解してもらう


⑦ 一過性のものに終わらず持続的な普及啓発につなげる





○　手法等についての留意点


・対象者と伝えるべき情報を十分整理


・適切な手段、手法、場面を工夫


・大阪（人）の特性を考慮


・救急医療以外の医療、保健事業との連携


・地域のボランティア、団体、ＮＰＯとの連携
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